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◯松野委員 東北の大震災から４年目を迎え、改めて哀悼の意を表するとともに、まちの復

興と一人でも多くの被災者の心の復興が一日も早く進むよう心から祈念申し上げる。初め

に、成人期発達障がい者支援の実効性向上に向けて尋ねる。自閉症、アスペルガー症候群や

ＬＤ学習障がい、ＡＤＨＤ注意欠陥多動性障がいなどの発達障がいについて、これまで幾度

となく議会において質問を重ねてきた。10 年ほど前には、本市も全国的にも施策や療育体

制はそれほど整っていなかったが、社会からの認知度の向上も含め、以前と比べれば、当事

者や家族に対する支援体制もメニューも拡充されている。しかし、知的障がいや精神障がい

とは一線を画す発達障がい者や家族が抱える課題はなお多く、特に成人期の発達障がい当

事者が直面する現状はいまだ厳しいものがある。これまで各局ごとに取り組んできた施策

と成果について、一度総括を行い、今後の政策のあり方を検証する時期を迎えているのでは

ないか。これまでの発達障がい児・者支援について、乳幼児期からの支援を行うこども未来

局の主な取り組みの概要を尋ねる。 

△こども未来局長 こども未来局では、乳幼児健診における発達障がいの早期発見や療育

センター等において早期診断、早期療育を実施している。また、発達障がい者支援センター

において、乳幼児期から成人期までの相談や生活支援を行うとともに、街頭啓発や講演会の

開催、保護者や支援者向けの研修などを実施している。 

◯松野委員 発達障がい者支援センターにおける 26 年度の相談件数と相談者の実人数、児

童期の年齢を過ぎた 19 歳以上からの相談件数の全体に占める割合とこれまでの推移を尋ね

る。 

△こども未来局長 発達障がい者支援センターにおける 26 年度の相談件数は、12 月末現

在で延べ 2,376 件、相談者の実人数は 1,062 人となっている。このうち 19 歳以上の割合は、

開設当初の 18 年度は約 32％だったが、その後年々増加し、22 年度以降は約半数を占める

状況となっている。 

◯松野委員 発達障がい者支援センターでの 19 歳以上からの相談件数は実人数全体の半数

を占めているが、こども未来局ではどう分析しているか。 

△こども未来局長 19 歳以上からの相談が半数を占めていることについては、発達障害者

支援法が 17 年度に施行されたこと、啓発イベントが各地で開催されるようになってきたこ

と、それに伴い各種メディアに取り上げられる機会が増加してきたことから、発達障がいに

ついての認識が社会に浸透し、成人になって初めて専門機関へ相談されるケースがふえて

きたことによるものと考えている。 

◯松野委員 成人期の方にとって、相談に応じる公的施設があることは大変ありがたい一

方、乳幼児期から学齢期の方々が発達障がい者支援センターでの相談を受けるまでには数

カ月待たなければならないという話もよく聞くが、所見を伺う。 

△こども未来局長 発達障がい者支援センターへの新規相談の場合は、約２カ月後の予約



しかとれない状況になっており、発達障がいがある子どもへの早期支援の観点からは課題

であると考えている。 

◯松野委員 こども未来局の所管としては、成人期の相談が増加し続けており、担当の範疇

を大きく超えているように思う。それほど成人期の相談機関が不足しているという証明で

もあり、成人期の課題を精査し、今後こども未来局は、本来の低年齢期の相談機関としての

機能を目指すべきと思うが、所見を伺う。 

△こども未来局長 発達障がいについては、乳幼児期から学童期、思春期、成人期などの各

ライフステージを考慮しつつ、継続した支援を行っていくことが重要であり、発達障がい者

支援センターは、乳幼児期から成人期までの一貫した相談と支援を行う機関とすることが

適当ではないかと考えている。また、センターの機能の充実については、関係局等と連携し

ながら取り組んでいく。 

◯松野委員 通常の学級に在籍する発達障がいが疑われる児童生徒数の過去５年間の推移

と生徒数全体に占める割合を尋ねる。 

△教育長 発達教育センターが作成したチェックリストに基づく学校からの調査報告によ

ると、22 年度は 1,155 人で全体の 1.04％、23 年度は 1,235 人で全体の 1.12％、24 年度は

1,374 人で全体の 1.24％、25 年度は 1,656 人で全体の 1.49％、26 年度は 1,919 人で全体の

1.72％である。 

◯松野委員 年々増加しているが、教育委員会による学校を中心とした療育や支援の主な

内容を尋ねる。 

△教育長 小中学校等において校内支援委員会を設置するとともに、支援を必要とする児

童生徒の実態把握や、教育支援計画の作成の中心となる特別支援教育コーディネーターを

学校長が教職員の中から指名し、校内での特別支援教育体制の充実に努め、児童生徒一人一

人の教育的ニーズに応じたきめ細かな指導を行っている。また、発達障がいを対象としたＬ

Ｄ、ＡＤＨＤ等通級指導教室や自閉症・情緒障がい特別支援学級など、多様な学びの場を提

供するとともに、児童生徒の実態に応じて、希望する学校に特別支援教育支援員を配置し、

学習上のサポートなどを行っており、さらに、発達障がい者支援センターなどの関係機関と

連携した教育相談や、特別支援学校のセンター的機能を活用した訪問支援などを実施して

いる。 

◯松野委員 全国の各都市における発達障がい児支援策には、共通するものや特色ある取

り組みなどさまざまあるが、先日伺った名古屋市教育委員会では、名古屋市発達障害者支援

センターりんくす名古屋による関係機関との連携により、本人だけでなく保護者へのきめ

細かな支援も行われ、さらに学校現場では生活全般への介助を行う対応支援員の配置だけ

でなく、教員免許を持つ 58 人の発達障害対応支援講師を小中学校に独自に配置し、授業時

間に個別や少人数で学習支援を行う学力保証の取り組みまで、教育現場における幅広い支

援策が行われていた。本市も子どもから学齢期までの一貫した支援を行っているが、親の会

や療育関係者が言われるように、行き場がなく、就労移行にすら進めない成人期の発達障が



い者が多数おられ、本市の相談機関と家庭との行きつ戻りつを繰り返されている現状から、

乳幼児期、学齢期、成人期と、人生のライフステージに応じた取り組みと成果について検証

を行い、今後の支援策に生かすべきと考える。次に、27 年度新規事業として発達障がい児・

者への支援に対する新たな予算が盛り込まれたが、概要を尋ねる。 

△保健福祉局長 発達障がい児・者の支援は、発達障がい者支援センターが相談を受けるほ

か、乳幼児期は療育センターが、学齢期は学校が、成人期は就労支援センターや民間の就労

移行支援事業所などが支援を行っているが、関係者からは、支援機関相互の連携やライフス

テージを通じての一貫した支援が十分でないなどの課題が指摘されているため、27 年度に

新たに担当主査を配置し、こども未来局、教育委員会と連携して、幼児期から成人期に至る

までの一貫した支援体制を検討する経費を計上している。 

◯松野委員 発達障がいに特化した職員の配置に対する期待は大変大きく、このような新

規の取り組みに際し、ぜひ検討してもらいたいことは、民間事業所との共働である。これま

で主に本市と本市の外郭団体を中心として行われている発達障がい支援策だが、他方、全国

の多くの民間事業所による発達障がい児・者への支援の取り組みも大変大きな成果を上げ

てきた。昨年６月に訪問した、大阪市東淀川区十三に所在する社会福祉法人北摂杉の子会の

事業所の一つであるアクトおおさかは、自閉症・発達障害者支援センター事業として大阪府

から委託を受け、大阪府と共働で大阪府内の市町村、事業所のバックアップや困難事例への

対応不足に応えるべく、地域支援マネジメントチームを組み、市町村や事業所への支援を行

い、また、医療機関との連携により当事者に対する適切な医療の提供を行い、発達障がいの

ある方の社会参加をサポートしている。具体的には、成人期サポート事業、府内７法人 25

事業所に対する就労に向けたアクトおおさかのノウハウを伝えるコーディネーター派遣事

業、支援に熱心な民間事業所のスキルアップ支援、事業所間の関係構築支援、市町村の人材、

インストラクターを育成するペアレントトレーニング、府内に 10 カ所設置された子ども・

若者自立支援センターにおける引きこもり等の発達障がいが疑われる場合の事前相談が可

能な人員配置など、行政だけではなかなか行き届かないところの事業を請け負っている。さ

らに杉の子会が運営する別の事業所、ジョブジョイントおおさかでは、一軒家を改築した室

内で、自閉症スペクトラムの多くの大学生たちを中心とした利用者がスーツ姿で、就労移行

支援と自立訓練のためにそれぞれの訓練メニューを生き生きとこなしていた。このように

数多くの事業を通じて、府内全域の発達障がい者の就労に大変大きな実績を上げるととも

に貢献しているが、本市の知的障がいを伴わない成人期の発達障がい者を支援する民間事

業所数と事業内容について、また、一般就労に向けた支援を実施している事業所数を尋ねる。

あわせて民間事業所の実績について本市の認識を尋ねる。 

△保健福祉局長 民間事業所数については、平成 25 年２月は 29 カ所だったが、２年後の

平成 27 年１月には 52 カ所に増加している。また、事業内容については、生活介護、生活

訓練、就労移行支援などであり、その中で一般就労に向けた支援である就労移行支援を行っ

ている事業所数は 16 カ所ある。このように、発達障がい者の支援の輪は民間事業所を中心



に拡大しており、訓練を通じて新規就労者も増加するものと認識している。 

◯松野委員 市内で就労移行事業を行うＮＰＯ法人や民間事業所は、アスペルガーや高機

能自閉症の数多くの利用者を、就労移行、自立訓練、就労継続支援などにより就労につなげ、

毎年着実な就労成果を確実に上げており、就労後のフォローアップを含め、当事者と家族の

ニーズに応えている。一口に発達障がい者の就労といっても、相談から緩やかな居場所をつ

くり、自立訓練に向けた環境を整えるといった、非常に長く人手もかかるスパンを経て、よ

うやく訓練に至る。成人期の相談者の約半数は未診断で、無職で在宅生活を送っているのが

実態であり、長期間家庭に引きこもり、自立に向けた訓練へのステップを踏み出せずにいる

多くの当事者と家族からの民間事業所へのニーズは大変高いものがあるが、民間事業所が

抱える財政基盤の厳しい現状は、利用者をより多く引き受けるだけの事業拡大や新規取り

組みへの投資をなかなか許さず、長年の事業による職員のスキルアップや、数多くの新規就

労実績など成果を上げながらも、職員数や居室の都合上、利用希望者の多くは受け入れられ

ず、保護者も事業所も課題解消できずにいる。本市の成人期発達障がい者支援の現状を端的

に言えば、相談に終始しているのではないかということであり、今後の取り組みにおいて最

も重要なことは、行政だけでは届かない範囲や事例に対応するために、新たに民間の力を活

用し、とにかく成果、実績にこだわることに尽きる。福岡市障がい保健福祉計画には、ユニ

バーサル都市・福岡の実現を目指し、障がいのある人が地域で自立した生活を送るための支

援の充実や地域社会の一員として参画していくため、関係機関、団体との連携、共働により、

本計画を着実に推進し、全力で取り組んでいくと明記しており、保護者たちの切なる願いで

ある成人期の発達障がい者の就労を実現するため、今後の成人期の発達障がい者支援策へ

の取り組みについての決意を伺う。 

△保健福祉局長 成人期の発達障がい者、とりわけ知的障がいを伴わない方の就労は自立

のための重要な課題であり、緩やかな居場所から就労に向けての訓練に至るまで、ステップ

アップの視点と円滑に支援につなぐための相談体制が必要であると考えている。また、現在

民間では創意工夫を凝らしたさまざまな取り組みが行われており、今後の発達障がい者施

策を考える上では、このような多様な事業者との連携が不可欠であると考えており、次期保

健福祉総合計画において、民間事業者との連携、共働のあり方を含め、発達障がい者の支援

を広く検討していく。 

◯松野委員 次に市立特別支援学校の教室不足問題について尋ねる。障がいのある児童生

徒数の増加傾向はとどまるところを知らず、全国的に特別支援学校における教室不足が深

刻な課題となっている。先般、高島市長が特別支援学校現場を視察され、教室や居室不足の

実態を目の当たりにされたおかげで、本市の特別支援学校の喫緊の課題に必要な当面の予

算は何とか確保された。しかし、中長期的なスパンで考えると、課題の深刻さは解消されな

いまま、むしろこのまま障がいがある児童生徒の増加が続けば、今後間違いなく施設の増設

だけでなく、いずれ学校の分離、新設が必要になると思う。本市の特別支援学校では、児童

生徒数がどれくらいふえたのか。10 年前と比べた障がい種別、生徒数、割合、その理由に



ついてどう分析しているのか。 

△教育長 10 年前と比較した特別支援学校に在籍する児童生徒の人数と増加割合について

は、17 年度からこの 10 年間で 1,104 人から 279 人ふえ、全体で約 1.3 倍に増加している。

障がい種別では、知的障がいは 302 人ふえ、増加率は約 1.4 倍、肢体不自由及び病弱はほぼ

横ばいである。また、知的障がいのある児童生徒数増加の主な理由については、19 年度の

学校教育法一部改正に伴う特殊教育から特別支援教育への転換により、より手厚い教育に

対する保護者の期待が高まったことから、小中学校に設置する特別支援学級で教育を受け

る児童生徒がふえており、その結果、中学校卒業後の進路先として特別支援学校高等部に入

学するためと分析している。 

◯松野委員 知的障がい特別支援学校では、数年前から教室数の不足が指摘されているが、

10 年前と現在の教室数及び１教室当たりの生徒数を尋ねる。 

△教育長 博多高等学園を除いた知的障がい特別支援学校５校で、普通教室として使用し

ている教室数は 17 年度 124 教室だったが、特別教室を普通教室に転用するなどした結果、

26 年度は 154 教室を確保している。また、１教室当たりの児童生徒数については、５校平

均で小中学部では 17 年度 5.6 人、26 年度 6.0 人、高等部では 17 年度 7.5 人、26 年度 8.0

人である。 

◯松野委員 今後５年間に特別支援学校に在籍する児童生徒数の推計と予想される教室の

不足数を尋ねる。 

△教育長 今後５年間の在籍児童生徒数の見込みについては、過去５年間において平均す

ると１年間に 25 人ほど増加しており、年度によって変動があるが、ほぼ同程度の増加を見

込んでいる。教室不足数については、仮に１教室を６人で使用するとした場合、知的障がい

特別支援学校で５年後には 20 教室程度の不足が生じる見込みである。 

◯松野委員 現行法令に基づく特別支援学校の設置義務者たる地方行政主体はどこか。 

△教育長 特別支援学校の設置義務については、学校教育法第 80 条に都道府県にあると規

定されている。 

◯松野委員 福岡県から本市特別支援学校への財政負担はどうなっているか。 

△教育長 県から補助金等の負担はないが、生の松原特別支援学校と今津特別支援学校に

おいては糸島市在住の児童生徒を受け入れていることから、学校教育法第 40 条等の規定に

基づき、教育事務の委託について本市と協定書を締結し、県が委託事務に要する経費を負担

している。 

◯松野委員 本市特別支援学校に対する福岡県からの財政負担について、福岡県はどのよ

うな見解を示しているのか。また、本市から福岡県に対して要望活動を行っているのか。行

っていれば、直近の要望について、時期及び具体的内容を尋ねる。 

△教育長 本市からの要望に対して、県は、知的障がい特別支援学校は政令市が設置し、政

令市を除く圏域は県が設置する役割分担を維持するとともに、福岡市立特別支援学校の経

費は設置者である本市が負担することが基本であるという独自の見解に基づき、県が財政



負担をすることは困難であるとしている。 

△総務企画局長 特別支援学校に対する福岡県からの財政負担については、本市単独及び

福岡都市圏での提言活動において要望を行っている。26 年度については、９月２日に実施

した本市単独での提言活動において、高島市長から県知事に対して直接提言書を手渡すと

ともに、１月 30 日に開催した福岡県知事と福岡都市圏との懇談会においても、高島市長か

ら県知事に対して、本市を初めとする都市圏での特別支援学校の教室不足への対応につい

て要望を行ったところである。 

◯松野委員 福岡県の見解には法的根拠はなく、福岡県民たる福岡市民への配慮が感じら

れないが、これまでに本市特別支援学校の整備に関し、福岡県が財政負担を行った例はある

のか。 

△教育長 生の松原特別支援学校と今津特別支援学校の施設整備に際して、糸島市からの

児童生徒の受け入れに当たり、学校教育法第 40 条の教育事務委託に関する規定に基づき県

と協議し、建設費の一部が負担されているが、他の特別支援学校について財政負担の例はな

い。 

◯松野委員 県は独自に決めた守備範囲を徹底して守っているのが現状だが、大阪府もこ

れまで大阪市立特別支援学校への財政負担を全く行っておらず、平成 23 年３月、大阪市は

大阪府に対して、特別支援学校の新設や移転建てかえへの経費負担を求める意見書を提出

している。昨年、大阪市教育委員会を訪問し、大阪府と大阪市の特別支援教育の現状につい

て聞いたが、大阪市立特別支援学校は、27 年度から全校が大阪府に所管がえすることが正

式に決まり、現在移行に向けた準備が進められているとのことであり、大阪は本来あるべき

府としての義務が果たされることになった。全国的に見ても特別支援学校の整備費用に関

しては、設置義務者でありながら県から政令市への事業費負担はほとんどなされていない

のが現状であるが、徐々に県から政令市への負担金の支出がふえつつある。１例を紹介する

が、神奈川県では横浜市の整備事業１校分、総事業費 13 億円に対して 6,500 万円を支出、

全事業費に占める支出割合は５％であり、川崎市に対しても１件支出がある。また、愛知県

では名古屋市の整備事業４校分、総事業費 47 億 6,322 万 5,000 円に対して５億 3,896 万

7,000 円を支出、全事業費に占める支給割合は 11.3％となっており、政令市にとっては、少

しずつではあるが改善が図られつつある。先日、名古屋市教育委員会に出向き、これまでの

経緯について聞いたが、愛知県と根気強く長年にわたって交渉を重ね、ようやくではあるが

補助金を引き出している。このように福岡県も改善を図るべきであり、先日、福岡県議会の

決算特別委員会において、我が党の県会議員が福岡市立特別支援学校の教室不足解消のた

め、県が財政負担を行うべきとの質問を行った。残念ながら福岡県からの答弁はこれまでと

同様の答弁だったが、福岡県が独自の主張を繰り返す背景には、知的、肢体不自由、病弱の

特別支援学校の整備は政令市が行うべきとの根拠のない主張とは別に、政令市が特別支援

学校の新築、増築を行う際の費用負担については、国庫による 50％の補助と合わせ、30％

が交付税措置されるため、最終的な国による財源負担は全体の 80％であって、政令市の負



担は 20％になるとの理由があるが、この基本的な整備事業のスキームについて、本市の見

解を伺う。 

△教育長 特別支援学校の新増築にかかる費用負担については、国庫補助を除く地方負担

の必要な経費は県によって負担されることが学校教育法に基づく県の責務を果たすことに

なると認識しており、今後とも福岡県に対して、特別支援学校の設置や財政負担などの要望

を続けていく。 

◯松野委員 全くそのとおりであり、学校教育法に基づき、福岡県の責任をしっかりと果た

してほしいが、他県も含めて、わずかながら政令市に補助という形で事業費負担を行うよう

になってきたのが現状である。本市が福岡県と交渉する場合は、まずは県が主張している国

からの交付税措置を前提とした本市負担の 20％について、福岡県に負担を要請するなど、

一歩前進のために柔軟に対応することも必要かと思う。我が党も引き続き努力するが、本市

も継続して福岡県に対し要望し続けてもらいたい。お互いが歩みよるところにこそ、障がい

児に対する思いが表れるのではないか。いずれにしても、本市の特別支援学校の教室不足問

題は喫緊の課題である。昨年末に東福岡特別支援学校を視察したが、特別支援学校現場の教

室不足は思ったより深刻であることが一目瞭然だった。もともと狭い教室をロッカーやア

コーディオンカーテンで仕切り２教室にし、あるいは特別教室を改装し普通教室として使

用しているため、隣の部屋の音がお互いによく聞こえてくるような環境で授業が行われて

いた。また、特別教室を校庭の隅の敷地を利用したプレハブ建て仮設校舎に移していたが、

それも限界に来ており、このままでは特別支援学校における教育活動に多大な支障を来す

のではないかと感じた。本市において特別支援学校の教室不足をいつから認識し、これまで

問題解消について教育委員会内部でどのように検討してきたのか。また、普通教室への転用

により特別教室が不足している現状に対する認識と、そもそも国の特別支援学校教室設置

基準、また、本市における今後の教室不足の対策を尋ねる。 

△教育長 特別支援学校の教室不足については、特別支援学校に在籍する児童生徒数の増

加傾向が顕著になった 12 年度ごろから認識している。このため 16 年度に博多高等学園を

新設し、20 年度には屋形原特別支援学校に知的障がい部門を新設するなど、教室不足の解

消に努めてきたが、ここ数年、東福岡特別支援学校や生の松原特別支援学校の児童生徒数の

増加が著しく、教室不足が生じているため、緊急の対策として特別教室の普通教室への転用

や仮設校舎の設置などを行っている。特別教室の転用については、教育活動にできるだけ支

障がないよう特別教室を仮設校舎に移すなど、各学校の実情により工夫しているが、本来の

使用目的から望ましいものではないと認識している。また、国の設置基準については現在定

められていない。今後の教室不足の対策については、県に対して特別支援学校の設置や財政

負担を継続して要望していくとともに、校舎増築などによる当面の教室不足の解消を図り、

よりよい教育環境の整備に努めていく。 

◯松野委員 国において特別支援学校教室の設置基準が定められていないこと自体がおか

しく、本市で独自に設置基準を検討してもらいたい。26 年度に名古屋市では、普通学校で



ある市立宝小学校の空き教室を整理活用し、知的障がい特別支援学校である市立南養護学

校を普通小学校内に分離して整備するなど、新しい手法を駆使して分校をつくっている。障

がい児が、より多くの児童生徒との交流を図るための副籍制度など、文部科学省が目指すイ

ンクルーシブ教育による障がい児、健常児のお互いにとってのメリットが大きい教育効果

が得られ、さらに、財政上の課題も乗り越えられる取り組みである。平成 27 年３月末現在

の学校施設等の整備状況に関する本市教育委員会の資料に余裕教室という欄があり、それ

によると、小学校で１学校の中に 15 教室以上の余裕教室がある学校が市内に９校、20 教室

以上の余裕教室がある小学校が３校もある。また、中学校では、15 教室以上の余裕教室が

ある学校が４校、20 教室以上の余裕教室がある学校が１校あり、本市においても、空き教

室を活用した特別支援学校の分校や不登校の子どもに特化した学校などの整備を積極的に

検討してもらいたい。福岡県からの財政負担の必要性は当然のことだが、県の財政負担がな

いことを理由に、本市として特別支援学校整備は行わないということも現状に鑑みて許さ

れることではない。本市教育委員会が策定している本市特別支援教育推進プランには、その

理念についてどのように明記しているか。 

△教育長 特別支援教育推進プランにおける施設整備の考え方については、県に対して新

設の要望を行うとともに、本市においても必要に応じて特別支援学校における教室不足の

解消を図っていく必要があるとしている。 

◯松野委員 本市における特別支援学校の教室不足解消に向けた中長期的整備について、

教育長の所見を伺う。 

△教育長 27 年度に、教室不足が生じている東福岡特別支援学校及び生の松原特別支援学

校の校舎増築を行うための設計や仮設校舎の設置などに取り組んでいく。また、児童生徒数

の推移や将来動向を踏まえながら、県に特別支援学校の設置や財政負担を要望していくと

ともに、中長期的な視点から総合的に検討していく。 

◯松野委員 最後に高島市長に学校現場を視察された所見と特別支援学校の教室不足、特

別支援教育の今後のあり方について、考えを伺う。 

△市長 平成 27 年１月 22日に東福岡特別支援学校と生の松原特別支援学校を訪問したが、

簡易に仕切られた教室や狭い職員室などは、安全、安心な教育環境として望ましくない状況

であり、早急に施設の整備を進めていく必要性を認識した。特別支援学校の教室不足への対

応については、福岡県に対して、市内への県立特別支援学校の新設や必要な財政措置が講じ

られるよう要望していくとともに、教室が不足している学校については校舎を増築するな

ど、子どもたちがよりよい教育環境の中で学べるよう対応していく。特別支援教育の今後の

あり方については、本市は、みんながやさしい、みんなにやさしいユニバーサル都市・福岡

をまちづくりの目標像として掲げ、市政の柱の一つとして推進しており、全ての子どもたち

が安心して学校生活を送ることができる教育環境づくりに努めるとともに、障がいのある

子どもたちの自立と社会参加を見据えた教育を充実させることが重要であると認識してい

る。今後とも、教育委員会と協力して、特別支援教育のさらなる充実に努めていく。 



 


